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公募型競争入札に係る手続き開始の公示

次のとおり公募型競争入札参加者の選定の手続きを開始するので公示する。

参加を希望する者は、関係書類を作成のうえ提出されたい。

提出された書類は、指名業者の選定するにあたっての参考資料であり、参加希望が直ち

に指名につながるものではない。

令和８年５月29日

茨城県警察本部長 滝澤 幹滋

１ 担当部局

〒310-8550 茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県警察本部警務部装備施設課

担当 管財係 電話 029-301-0110(内線)2292

FAX 029-301-0917

所属メールアドレス：keikanzai@pref.ibaraki.lg.jp

２ 業務の概要

(1) 業 務 名 K02-2026001

石岡警察署建設工事に伴う実施設計業務委託（電子入札対象案件）

(2) 業務内容 石岡警察署建設工事に伴う実施設計業務

・場 所 石岡市八軒台3209番１

・施設概要 構造・規模 Ｓ造４階建

延べ面積 約6,400㎡（庁舎棟：約5,120㎡）

(3) 想定履行期間 235日間

３ 参加資格（建築関連業務共同企業体（以下「ＪＶ」という。）結成）要件

建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく、一級建築士事務所の登録

（以下「事務所登録」という。）を受けている者２者により結成されるＪＶで、次の

結成要件を満たすものであること。

(1) 構成員の出資比率は、下限30％以上であり、代表構成員の出資比率は構成員中最

大であること。

(2) 全ての構成員に必要な資格は次のとおりである。

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第1 6 7条の４第１項の規定に該当して

いない者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者

であること。

イ 茨城県建設コンサルタント業務等入札参加資格審査要項（平成７年茨城県告示第

4 7 2号）に基づき、令和７・８年度茨城県建設コンサルタント業務等委託業務の

入札参加資格の認定を受けている者であること。

ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者（以下「更生会社」という。）又は民事再生法（平成11年法律第2 2 5号）に
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基づき再生手続開始の申立てがなされている者（以下「再生会社」という。）でな

いこと（再生計画の認可決定後又は再生計画の認可決定が確定した後に茨城県知事

が建築関係建設コンサルタント業務の参加資格の再認定をした者を除く。）。

エ 入札に参加しようとする者が、競争参加資格の確認の申請を行う日から開札予定

日までの期間において、茨城県建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指

名停止措置を受けていないこと。

オ 次のいずれにも該当しない者であること。（入札説明書末尾の誓約書については、

他の申請書類とともに、申請時に提出すること。）

(ｱ) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員と同様の責任を有する代表者及び理事等、個

人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴

対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)

又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団(以下「暴力団」

という。)と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等

を行う者(以下「暴力団関係者」という。)がいる法人等（法人又は団体若しくは

個人をいう。以下同じ。）

(ｲ) 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその経営又は運

営に実質的に関与している法人等

(ｳ) 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等

(ｴ) 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等

(ｵ) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有している法人等

(ｶ) 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りな

がら、これを利用するなどしている法人等

(ｷ) 茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第

３号に規定する者

カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第1 4 7号）

に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。

(3) 代表構成員は、次の基準を満たす者であること。

ア 過去20年以内にＳ造２階建て又はＲＣ造２階建て以上かつ延べ面積2,000㎡以上

の警察署又は平成21年国土交通省告示第15号別添２類型４号第２類に該当する行政

庁舎の設計業務（改修工事設計を除く。）を元請けとして実施した実績を有するこ

と。（※１）

（注）※１ 過去20年以内の実績とは、平成18年４月以降に契約を締結し、令和８年

５月31日までに履行を完了した設計業務とする。

イ 令和７・８年度茨城県建設コンサルタント業務等委託業務入札参加資格者名簿

に登載された技術職員数が12人以上、かつ、一級建築士数が６人以上であること。
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ウ 茨城県内に主たる営業所（本店）又はその他の営業所があること。

(4) 代表構成員以外の構成員は、次の基準を満たす者であること。

ア 令和７・８年度茨城県建設コンサルタント業務等委託業務入札参加資格者名簿

に登載された技術職員数が４人以上、かつ、一級建築士数が２人以上であること。

イ 茨城県内に主たる営業所があること。

４ 公募型競争入札の説明書等（以下「説明書」という。）の閲覧期間及び閲覧場所

(1) 閲覧期間

令和８年５月29日（金）から令和８年６月17日（水）まで

（茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）第１条に規定する県の

休日（以下「休日」という。）を除く）

いずれの日も午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）

(2) 閲覧場所

茨城県水戸市笠原町978番６

茨城県警察本部警務部装備施設課（茨城県警察本部庁舎５階）

５ 参加表明書の提出方法、提出場所及び提出日時

(1) 提出方法

本業務に参加を希望する者は、説明書に基づき参加表明書及び技術資料に必要事項

を記載し、２部持参又は郵送すること。

(2) 提出場所

１の担当部局に同じ。

(3) 提出日

令和８年６月18日（木）から令和８年６月22日（月）まで

いずれの日も午前９時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時までを除く。）

郵送の場合は、令和８年６月22日（月）必着とする。

６ 選定基準

入札参加者の選定は、３の参加資格要件の審査を行い、次に掲げる事項を選定基準と

する。

(1) 会社（ＪＶ）の業績評価

(2) 技術職員の状況

(3) 業務の実施体制

７ 入札に参加する者の選定

３の参加資格要件及び６の選定基準に基づき10者程度を選定し、通知する。

８ 入札手続等

(1) 入札書の受付日時

ア 電子入札システム
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令和８年７月24日（金）から令和８年７月28日（火）まで（休日を除く。）必着

いずれの日も午前９時から午後５時まで

イ 郵送・電子メール

・ 受領期限は、令和８年７月28日（火）午後５時まで（必着）

・ 入札書を郵送する場合及び電子メールで提出する場合の手続については、入札

説明書による。

ウ 提出先

１の担当部局に同じ。

(2) 競争入札執行（開札）の日時及び場所

ア 日時 令和８年７月29日（水）午前10時

イ 場所 茨城県警察本部警務部装備施設課

電子入札のため、入札参加者の立会は要しない。

（ただし、入札参加者が立会いを希望する場合は、立会いすることができる。）

(3) 予定価格 266,949,000円（消費税及び地方消費税を含む。）

なお、この予定価格は構造申請手数料等826,000円（非課税）を含む。

(4) 入札保証金

免除する。

(5) 契約保証金

免除する。

(6) 最低制限価格

設定しない。

(7) 調査基準価格

設定する。

(8) 入札の無効

本公示に示した入札参加資格のない者のした入札、参加表明書又は資料に虚偽の記

載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

(9) 落札者の決定方法

ア 落札者は、予定価格の制限の範囲内の価格で入札した者のうち、最低の価格をも

って申込みをした者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、

その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めると

き、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれ

があって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の

制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって入札した

者を落札者とする。

イ あらかじめ最低制限価格を設定している場合は、最低制限価格を下回る価格をも

って申込みをした者については、アによらず落札者としない。

ウ あらかじめ調査基準価格を設定している場合、調査基準価格を下回る価格をもっ

て申込みをした者について、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

ると認めるときは、アによらず、その者を落札者としない。

９ 入札執行の中断、延期、取りやめ等
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電子入札システムの障害等やむを得ない事由により入札の続行が困難と認められる

場合には、入札の執行を中断、延期又は取りやめる場合がある。電子入札システムが

長期にわたり停止する場合には、全面的に紙入札に変更するものとする。

10 その他

(1) 関連情報を入手するための照会窓口は、１の担当部局に同じ。

(2) 詳細については、公募型競争入札の説明書による。

(3) 入札参加者が１者のときは、この入札を取りやめる。


